
貸  借  対  照  表 

(2025年 3月 31日現在) 
(単位:千円) 

科      目 金    額 科      目 金    額 

 

（資 産 の 部） 

流  動  資  産 

現 金 ・ 預 金 

売 掛 金 

営 業 未 収 金       

未 収 金 

未 収 収 益     

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 

短 期 貸 付 金        

前 払 費 用 

そ の 他 

貸  倒  引  当  金     

 

 

固  定  資  産 

  有 形 固 定 資 産 

    建 物 

    構 築 物 

    機 械 ・ 装 置 

    車 両 運 搬 具 

    器 具 ・ 備 品 

    土 地 

リ ー ス 資 産 

    建 設 仮 勘 定 

  無 形 固 定 資 産 

    借 地 権 

    ソ フ ト ウ ェ ア 

    そ の 他  

  投 資 そ の 他 の 資 産 

    投 資 有 価 証 券 

    関 係 会 社 株 式 

    長 期 前 払 費 用 

    差 入 保 証 金 ・ 敷 金 

    繰 延 税 金 資 産 

    そ の 他 

 

 

14,818,993 

250,613 

2,991,750 

1,718,482 

174,001 

9,922 

346,048 

8,967,557 

348,689 

13,314 

△1,385 

 

 

38,992,020 

30,268,812 

24,476,731 

205,530 

337,543 

4,351 

3,138,228 

41,421 

1,789,417 

275,587 

540,760 

225,481 

304,353 

10,925 

8,182,447 

1,317 

132,360 

239,250 

1,942,262 

5,856,771 

10,485 

 

（負 債 の 部） 

流  動  負  債 

   買 掛 金 

   1 年内返済予定長期借入金 

   未 払 金 

   未 払 法 人 税 等 

   未 払 消 費 税 等 

   未 払 費 用 

   預 り 金 

   前 受 金 

   契 約 負 債 

   前 受 収 益 

   1 年以内支払リース債務 

   賞 与 引 当 金 

   そ の 他  

固  定  負  債 

   長 期 借 入 金 

   預 り 保 証 金 ・ 敷 金 

   長 期 預 り 金 ( 会 員 権 ) 

   長 期 リ ー ス 債 務 

   資 産 除 去 債 務 

   退 職 給 付 引 当 金 

   そ の 他 

負    債    計 

 

（純 資 産 の 部） 

株 主 資 本 

  資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

    そ の 他 資 本 剰 余 金 

  利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

純 資 産    計 

 

 

 

19,014,726 

558,349 

8,369,000 

5,235,032 

660,835 

1,086,795 

485,683 

420,784 

30,886 

554,221 

114,297 

139,057 

1,359,720 

60 

13,684,761 

5,943,000 

819,000 

805,400 

1,558,332 

1,091,571 

3,444,727 

22,730 

32,699,488 

 

 

21,111,526 

500,000 

7,558,753 

7,558,753 

13,052,773 

6,000 

13,046,773 

13,046,773 

21,111,526 

 

資  産  合  計 53,811,014 負債・純資産合計 53,811,014 
  

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

損  益  計  算  書 

自 2024年 4月  1日 

至 2025年 3月 31日 

                                                                          (単位:千円) 

科         目 金         額 

 
  

 営 業 収 益   

  売 上 高  63,271,006 

 営 業 費 用   

  販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  54,621,248 

 営 業 利 益  8,649,757 

   

 営 業 外 収 益   

 受 取 配 当 金 1,662  

  受 取 利 息 14,221  

  そ の 他 208,182 224,066 

 営 業 外 費 用   

  支 払 利 息 86,182  

  そ の 他 12,637 98,819 

 経 常 利 益  8,775,003 

   

 特 別 利 益   

  固 定 資 産 売 却 益 
2,745  

  資 産 受 贈 益 
747 3,493 

 特 別 損 失   

  固 定 資 産 除 却 損 71,809  

  固 定 資 産 撤 去 費 458,759 530,568 

 税 引 前 当 期 純 利 益  8,247,928 

 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 548,536 

△3,583,651 法 人 税 等 調 整 額 △4,132,188 

 当 期 純 利 益  11,831,580 
 

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  



 

 

 

 

個  別  注  記  表 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

① 子会社株式 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

② その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法によっております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

(2) 原材料および貯蔵品の評価基準および評価方法 

原材料は、移動平均法に基づく原価法によっております（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）。 

貯蔵品は、先入先出法に基づく原価法によっております（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）。 

 

(3) 有形固定資産の減価償却の方法  

定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっております。 

 

(4) 無形固定資産の減価償却の方法 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。 

 

(5) リース資産の減価償却の方法 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

(6) 長期前払費用の償却方法 

均等償却によっております。なお、償却期間については法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 

(7) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸



倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。  

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づいて、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

ⅱ）数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（8 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとしております。 

 

(8) 収益及び費用の計上基準  

当社はホテル事業を行っており、事業から生じる収益は、主として顧客との契約に

従い計上しており、取引価格は顧客との契約による対価で算定しております。 

また、商品の販売額に応じて JRホテルメンバーズが運営する JRホテルメンバーズ

（JRHM）ポイントを付与しており、付与したポイントは当社が提供するサービスの購

入に利用することができるため別個の履行義務として認識し、ポイント単価や失効率

により見積もった独立販売価格の比率に基づき各履行義務に配分しております。JRHM

ポイントの履行義務は契約負債に計上し、ポイントのご利用に従い収益を認識してお

ります。 

ホテル事業における主な履行義務の内容、履行義務の充足時点は以下となります。 

当社はホテル事業を展開しており、顧客に対して宿泊するための客室を提供する履

行義務や、レストラン、宴会場での料理及び飲物等を提供する履行義務などを負って

おり、当該履行義務は、顧客への各役務の提供が終了した時点で充足されます。 

 

２. 会計上の見積りに関する注記 

 

(1) 固定資産の減損 

① 当該事業年度の計算書類に計上した額 

有形及び無形固定資産等  30,809,572千円 

② その他の情報 

当社は、管理会計上の区分に従い、主としてホテルごとに資産のグループ化を行

っております。 

回収可能価額の算定に際しては、将来キャッシュ・フローの見積り年数、設備リ

ニューアルを踏まえた営業収益の予測値、将来キャッシュ・フローの現在価値を算出

するための割引率等の前提条件を用いております。 

営業収益の予測においては、国内及びインバウンド需要の更なる増加とそれに伴

う客室単価の上昇、レストランのご利用の増加、客室リニューアルなど設備投資と減

価償却、賞与やベースアップなどに関していくつかの仮定を置いております。 

景気動向の極端な変動、新たなウィルスの感染症拡大などパンデミックによる人

流の抑制などにより前提条件の変更が必要となった場合、翌事業年度の計算書類にお

いて減損損失を認識する可能性があります。 

 



(2) 繰延税金資産の可能性  

① 当該事業年度の計算書類に計上した額 

繰延税金資産  5,856,771千円 

② その他の情報 

繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、将来課税所得

と相殺され、税金負担額を軽減すると見込まれる範囲で計上しております。 

課税所得の見積りは、事業計画や中期計画等の業績予測を前提としております。業

績予測において、国内及びインバウンド需要の回復とそれに伴う客室単価の上昇が翌

事業年度にかけて継続すると仮定しております。 

景気動向、他事業との競合により前提条件の変更が必要となった場合、翌事業年度

の計算書類において繰延税金資産の見積りに影響を与える可能性があります。 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 46,362,659千円 

 

(2) 保証債務 

他の会社の預り敷金に対し、保証を行っております。 

メトロポリタンサービス株式会社 311,000千円 

 

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権 477,426千円 

関係会社に対する長期金銭債権 - 

関係会社に対する短期金銭債務 846,119千円 

関係会社に対する長期金銭債務 10,200千円 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

 

関係会社との取引高  営業取引  売上高  587,655千円   営業費用 9,854,046千円 

営業取引以外の取引       - 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

(1) 事業年度末における発行済株式の種類および株式数 

普通株式 154,562株 

  



(2) 配当に関する事項 

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2025 年 6 月 24 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次のとおり提案しております。 

 

金銭による配当 

配当金の総額   2,300百万円 

基準日     2025年 3月 31日 

効力発生日 2025年 6月 25日 

※配当財産の全てを普通株式の唯一の株主である東日本旅客鉄道株式会社に対し

て割り当てることとしており、１株あたりの配当額は定めておりません。 

 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

 

６．税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産の発生の原因は、税務上の繰越欠損金、減損損失、退職給付引当金等であ

ります。 

繰延税金資産から控除された評価性引当額は 1,572,784千円であります。 

2025 年 3 月 31 日、「所得税法等の一部を改正する法律」が国会で成立し、2026 年 4

月 1 日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま

した。これに伴い、当事業年度末の一時差異のうち、2026年 4月 1日以後に開始する事

業年度以降に解消が見込まれる一時差異（注：繰越欠損金のある会社は一時差異等）に

ついては、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を 30.62％

から 31.52％に変更しております。 

この変更に伴い、従来の法定実効税率を適用した場合に比べ、繰延税金資産の純額が 108

百万円増加するとともに、法人税等調整額が 108百万円減少しております。 

 

 

７．金融商品に関する注記 

 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に関する取組方針 

当社は、余裕資金が生じる場合の資金運用については、主にＪＲ東日本全体の資金

を一括管理するＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）へ貸付などの安全性の高

い金融資産に限定しており、資金調達については、ＣＭＳからの借入によっておりま

す。また、投機的な取引は行っておりません。 

② 金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である売掛金、営業未収金は、顧客等の信用リスクにさらされております。

営業債務である買掛金、未払金、預り金、並びに未払法人税等および未払消費税等は、

そのほとんどが 1年以内の支払期日であります。 

借入金は、想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払期

日に支払いを実行できなくなるリスクにさらされております。 

  



 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

取締役会で決議された取引の適正な実行およびリスク管理を目的とした基本方針

に基づき、財務担当部署が、関係する社内規程に従い、取締役会の決議または適正な

社内手続きを経て実行しております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2025年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格がない株式等、次表には含めておりませ

ん。 

また、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについて

は、注記を省略しております。  

(単位:千円) 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事

項 

① 差入保証金・敷金 

差入保証金・敷金の時価については、契約年数により割り引いて算定する方法

によっております。 

② 長期借入金 

長期借入金の時価については、将来キャッシュ・フローを、同様の新規借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

③ 長期リース債務 

長期リース債務の時価については、将来キャッシュ・フローを、同様のリース取

引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（注 2）市場価格のない株式等 

非上場株式 133,678 千円（関係会社株式 132,360 千円、投資有価証券 1,317 千

円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ

ないため、上記表には含めておりません。 

（注 3）長期借入金にかかる貸借対照表計上額および時価については、１年内に返済予定

の長期借入金を含んでおります。 

（注 4）長期リース債務にかかる貸借対照表計上額および時価については、１年内に返済

予定の長期リース債務を含んでおります。  

  
 

貸借対照表 

 計上額（*） 
時価（*） 差額 

① ①差入保証金・敷金 1,942,262  1,244,325  △697,936 

②長期借入金 （14,312,000） （14,305,359） △6,640 

③長期リース債務 （1,697,389） （1,672,617） △24,772 



８．関連当事者との取引に関する注記 

 

(1) 親会社 （単位：千円） 

属性                                                                  会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 
関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 

期末 

残高 

親会社 東日本旅客鉄道㈱ 
被所有 

直接 100％ 

建物等の賃借 

役員の兼任 

建物等の賃

借料の支払 

（注 1） 

3,291,046 未払金 536 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 価格その他の取引条件は､市場実勢を勘案して親会社が希望価格を提示し､価格

交渉の上で決定しております。 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

 

(1) １株当たり純資産額    136,589円 36銭 

(2) １株当たり当期純利益    76,549円 08銭 

 

 

10．資産除去債務に関する注記 

 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

ホテルメトロポリタン鎌倉、JＲ東日本ホテルメッツ赤羽、ＪＲ東日本ホテルメッ

ツ浦和、ＪＲ東日本ホテルメッツ横浜鶴見、JR東日本ホテルメッツ目白、JR東日

本ホテルメッツプレミア五反田、JR東日本ホテルメッツ駒込の事業用定期借地権

設定契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を当該契約の契約期間と見積もり、割引率は当該使用見込期間に見

合う国債の流通利回り 0.5％～1.9％を使用しております。 

 

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高        946,771千円 

当期増加        139,308千円 

時の経過による調整額    5,491千円 

期末残高       1,091,571千円 

 

 

11. 収益認識に関する注記 

 

(1) 収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載の 

とおりであります。 


